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(a) カークステッド・レーヴィスビー両荘園間の境界に関する計画  
    1150 年の調査を元に 1300 年作製。カークステッド聖歌集より。 
    ビーモント大学（オールドウィンザー）所蔵。 
(b) 近代の測量図によって示された(a)と同一の境界と「バッカリア vaccaria」訳注）。 
    描かれた線は、適度な正確性を有し、互いに関連している。また、 
  「直線化」されたウィーサム Witham 川とも関連するバッカリア vaccaria の位置を示している。 
出典：‘Medieval Surveying and Maps,' Geographical Journal, 121(1995). 
      The Royal Geographical Society, London の許可のもと転載。 
 訳注：牧牛用の草地 





























































































































































































































































憲章（1606）は，北緯 34 度から 45 度にかけての線
と，沖合 100 マイルまでの線よって切り取られる領
域に対して管轄権を確立した。この憲章は，この計
測可能な空間のどこか，1 つは北緯 34 度から 41 度
の間，もう 1 つは北緯 38 度から 45 度の間に，2 つ
の入植地を設立するよう求めた 23)。それぞれの入植











































































































































































































その土地， muckeosquittaj 訳 注 5) つまり草地，
accomsick つまりクアナQuanaの反対側にある土地。
そ し て ア ガ ワ ム Agaam の 側 の 土 地 と
muckeosquittaj の全てから，Cottinackeesh つまり
現在入植されている地所を除いた土地…［そして］
Masaksicke 訳注 6)からチコピーChickuppe 川にかけ
て，長さにして約 4 ないし 5 マイル延びる…コネチ


































幅 6 マイル，長さ 7 マイルの範囲に含まれるもの全
て，そして…タウンシップは，規則正しい形で配置さ
れ，前述の土地の区画の南西の角は，ニューフラミン
































































































ている。この城は 5 階建てで，側面堡塁のために 4
つの円塔があり，城本体は奥行き 50 フィート，幅 28
フィートに及ぶ…城の一端に，80 フィート四方の石























































































































































































































































































































































































































































































































































































































権限を有するものとする。」（第 4 条第 3 節）「そし
て，本連邦内の全ての州に共和主義的な形態の政府









さらに 1786 年 5 月 10 日，1786 年 11 月 19 日，そ













異なる計画を持っていた。図 1.2 参照訳注 7)）。このこ
とが意味していたのは，この領域の人口が変化しう
るだけでなく，正確な州の数とその境界についても


























































































































































































































































































































































































































2. 第 2 は排除の不可能性（非排除性 non-excludability）





















































































































































































































































































に関して，憲法（第 4 条第 3 節）は，新しい州が形
成され，認められることを想定している。政府とい
う点では，新州の創設は極めて規則的なものになっ


















































































































































































































も賦課されないものとする」（第 1 条第 9 節），そし
て「通商や歳入の規制によって，一つの州の港湾が
別の州の港湾よりも優先的に扱われてはならない」




州 the several States の市民が有する，すべての特
権あるいは免責権を享受する資格がある」（第 4 条






























































































































































1）原文では expidition と記載されている。 




4）原文の division は decision の誤植かと思われる。 
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